
常務理事会 

（第48事業年度・第12回 

平成26年２月12日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 審議事項 

１．自主規制・業務本部 審理通達

「EDINETで提出する監査報告書の

欄外記載の変更及びXBRLデータが

訂正された場合の監査上の取扱

い」に関する件 

XBRLデータが監査の対象でないこと

をより明確にする観点から、提出会社

がEDINETで提出する監査報告書におい

て欄外に記載する文言についての見直

し及び財務諸表自体を訂正する必要が

ない場合のXBRLデータの訂正における

監査上の取扱いを会員に周知するため、

「EDINETで提出する監査報告書の欄外

記載の変更及びXBRLデータが訂正され

た場合の監査上の取扱い」を取りまと

めた旨提案があり、審議の結果、提案

どおり承認された。 

２．倫理委員会からの意見具申『国

際会計士倫理基準審議会(IESBA)

討議資料「2014年－2018年 戦略

計画及び作業計画案」に対するコ

メント』に関する件 

国際会計士倫理基準審議会（IESBA）

から平成25年12月17日付けで公表され

た討議資料「2014年－2018年 戦略計

画及び作業計画案」に対する協会意見

を取りまとめた旨提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

３．業種別委員会からの意見具申

『「「主要行等向けの総合的な監

督指針」の一部改正案」に対する

意見について』に関する件 

金融庁から平成25年12月27日付けで

公表された「「主要行等向けの総合的

な監督指針」の一部改正案」に対する

協会意見を取りまとめた旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

４．ＩＴ委員会からの意見具申に関

する件 

(1) 「2014年版EDINETタクソノミ

（案）に対する意見」について 

(2) 「「EDINETへのXBRL導入に伴う

財務諸表作成プロセスの変更及び

監査人の留意点について」等の廃

止について 

金融庁から平成26年１月10日付けで

公表された「2014年版EDINETタクソノ

ミ（案）」に対する協会意見を取りま

とめた旨提案があり、審議の結果、提

案どおり承認された。 

また、前述の自主規制・業務本部・

審理通達が公表されたことに伴い、

「「EDINETへのXBRL導入に伴う財務諸

表作成プロセスの変更及び監査人の留

意点について」等の廃止について」を

取りまとめた旨提案があり、審議の結

果、提案どおり承認された。 

５．会計制度委員会からの答申に関

する件 

(1) 会計制度委員会報告第４号「外

貨建取引等の会計処理に関する実

務指針」の改正について 

(2) 会計制度委員会報告第６号「連

結財務諸表における税効果会計に

関する実務指針」の改正について 

            ほか６件 

企業会計基準委員会から平成25年９

月13日付けで公表された企業会計基準

第21号「企業結合に関する会計基準」

等の改正に対応するため、会計制度委

員会報告第４号「外貨建て取引等の会

計処理に関する実務指針」、第６号

「連結財務諸表における税効果会計に

関する実務指針」ほか６件の実務指針

等を改正することとした旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

６．会計制度委員会からの答申に関

する件 

(1) IASB公開草案「IFRSの年次改善

2012―2014年サイクル」に対する

意見について 

(2) IASB公開草案「個別財務諸表に

おける持分法」に対する意見につ

いて 

国際会計基準審議会（IASB）から平

成25年12月11日付けで公表された公開

草案「IFRSの年次改善2012－2014年サ

イクル」、平成25年12月２日付けで公

表された公開草案「個別財務諸表にお

ける持分法」に対するそれぞれ協会意

見を取りまとめた旨提案があり、審議

の結果、提案どおり承認された。 

７．会計制度委員会からの意見具申

『「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令（案）」等に対

する意見』に関する件 

金融庁から平成26年１月14日付けで

公表された「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令（案）」等に対する

協会意見を取りまとめた旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

８．継続的専門研修制度協議会から

の意見具申『「公認会計士・監査

法人に対する懲戒処分等の考え方

（処分基準）について」（別紙）

の一部改定案への意見』に関する

件 

金融庁から平成26年１月29日付けで

公表された「「公認会計士・監査法人

に対する懲戒処分等の考え方（処分基

準）について」（別紙）の一部改定案」

に対する協会意見を取りまとめた旨提

案があり、審議の結果、提案どおり承

認された。 

Ⅱ 報告事項 

１．IFAC-IESBAニューヨーク会議報

告に関する件 

２．IFAC-IPSASBオタワ会議報告に

関する件 

平成25年12月４日から６日にかけて

ニューヨークにおいて開催された国際

会計士連盟（IFAC）－国際会計士倫理

基準審議会（IESBA）会議、平成25年

12月２日から５日にかけてオタワにお



いて開催された国際会計士連盟（IFAC）

－国際公会計基準審議会（IPSASB）会

議についてそれぞれ報告があった。 

 

このほか、主な審議事項は次のとお

りです。 

○経営研究調査会に対する諮問事項及

び専門部会の設置に関する件 

 

理事会 

（第48事業年度・第12回 

平成26年２月13日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 会長報告 

森会長から、税理士法改正の状況、

不正に関するアンケートの検討、中小

企業庁訪問の概要、平成26年公認会計

士試験第１回短答式試験結果、2013年

度実務補習生の就職状況、協会の基盤

整備プロジェクトチームの検討状況に

ついて、会則第95条に基づく報告があ

り、協議を行った。 

Ⅱ 審議事項 

１．品質管理レビュー制度等検討プ

ロジェクトチームからの意見具申

「品質管理レビュー制度・上場会

社監査事務所登録制度改正要綱

案」に関する件 

平成25年７月に設置された品質管理

レビュー制度等検討プロジェクトチー

ムが、品質管理レビューのあり方見直

しプロジェクトチームからの提言内容

の具体化の方向性について検討を行っ

た結果、「品質管理レビュー制度・上

場会社監査事務所登録制度改正要綱案」

を取りまとめた旨提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

Ⅲ 報告事項 

１．「生産性の向上につながる設備

投資を促進するための税制措置に

係る公認会計士等の確認業務につ

いて」に関する件 

産業競争力強化法（平成25年法律第

98号）が平成26年１月20日に施行され、

当該法律における支援措置の１つであ

る「生産性向上設備投資促進税制」に

ついても同日で施行されたことを受け、

本税制及び本税制に係る公認会計士等

の確認業務について、平成25年12月４

日の理事会以降の状況について報告が

あった。 

 

このほか、主な審議・報告事項は次

のとおりです。 

○第48事業年度事業計画の進捗状況お

及び第49事業年度事業計画（第１次

案）に関する件 

○企業会計基準委員会審議事項に関す

る件 

○「監査実施状況調査（平成24年度）」

に関する件 

○「監査業務モニター会議活動報告」

関する件 

○「会員の業務及び意識に関する調査」

に関する件 

以 上 

（総務本部長 中塚雅一） 

 


